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代  表  者   役  職  名 代表取締役会長 

          氏    名 堀 主知ロバート 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役兼執行役員副社長 

          氏    名 吉川 友貞        ＴＥＬ（ 03 ）5785 － 6111     

決算取締役会開催日  平成 17 年 11 月 24 日             中間配当制度の有無  有 

米国会計基準採用の有無   有 ・ 無          単元株制度採用の有無 無 

 

１．17年9月中間期の業績（平成17 年 4月１日～平成17 年 9月30日） 

(1) 経営成績                   （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円   ％

6,129（ 12.9）
5,430（ 23.1）

百万円   ％

239 （18.6）
202 （ － ）

百万円   ％

293 （ 39.9）
210 （ － ）

17年 3月期   11,721 765 774 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり 

中間(当期)純利益 

 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円   ％

238 （△76.1）
997 （  － ）

円  銭

1,091.85
4,882.98

17年 3月期 1,482 7,251.78
(注)1. 期中平均株式数   17年 9月中間期 218,292株    16年 9月中間期   204,243株   17年 3月期  204,398株 

2. 会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

3. 当社は平成16 年11 月19 日をもって１株につき３株の割合で株式分割を行なっており、１株当たり指標については比較を

容易にするため、平成17 年３月期期首に分割が行なわれたものとして記載しております。 

4. 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 

 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

     円      銭 
    0      0 
    0      0 

円       銭

     －     － 
     －     － 

17年 3月期      －     －      334     00  

 

(3) 財政状態                   （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円 

17,143 
9,647 

百万円

12,989
7,703

％ 

75.8 
79.8 

円   銭

56,365.27
37,559.48

17年 3月期 10,789 8,104 75.1 39,296.34

(注) 1. 期末発行済株式数  17年 9月中間期   230,461株   16年 9月中間期 205,089株      17年 3月期   206,247株 

 2. 期末自己株式数    17年 9月中間期    － 株   16年 9月中間期   － 株      17年 3月期      － 株 

3. 当社は平成16 年11 月19 日をもって１株につき３株の割合で株式分割を行なっており、１株当たり指標については比較
を容易にするため、平成17 年３月期期首に分割が行なわれたものとして記載しております。 

 

 

 

 

 

 



              
 

2．18年3月期の単独業績予想（平成17年 4月１日～平成18年 3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
通  期 

百万円

     13,500～15,500 
百万円

 850～1,150  
百万円

510～690 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）2,212円95銭～2,993円99円 

        平成17年9月中間期末の発行済株式数(230,461株)にて算出しております。 

  

 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係わる本資料

発表日現在における仮定を前提としており、実際の業績は今後、様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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1. 中間財務諸表等 

1-1 比較中間貸借対照表 

 （単位：千円・単位未満切捨） 

当中間会計期間末 

2005 年 9 月 30 日現在 

前 中間会計期間末 

2004 年 9 月 30 日現在 

前事業年度要約貸借対照表 

2005 年 3 月 31 日現在 

         期  別 

 

 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

《資産の部》 

Ⅰ 流動資産 

 ％  ％  

 

％

現金及び預金 1,325,303 4,641,329  2,633,680 

受 取 手 形 － 4,420  － 

売 掛 金 3,059,562 2,624,537  3,163,669  

たな卸資産 17,146 6,534  32,838 

立 替 金 2,309,501 －  9,881  

そ の 他 245,851 321,204  269,900  

貸倒引当金 △30,417 △31,231  △33,130 

流 動 資 産 計 6,926,949 40.4 7,566,795 78.4 6,076,839 56.3

Ⅱ 固定資産   

(有形固定資産) 178,893 1.0 226,837 2.4 188,669 1.8

(無形固定資産)   

ソフトウエア 402,804 392,986  411,524 

ソフトウエア仮勘定 92,218 41,191  73,728 

そ の 他 1,167 1,156  1,167 

無形固定資産計 496,191 2.9 435,334 4.5 486,420 4.5

(投資その他の資産)   

投資有価証券 4,354,684 645,127  3,425,849 

長期貸付金 4,634,277 37,070  － 

敷 金 397,969 348,730  346,578 

そ の 他 157,985 416,531  268,012 

貸倒引当金 △3,202 △28,813  △3,202 

投資その他の資産計 9,541,715 55.7 1,418,646 14.7 4,037,238 37.4

固 定 資 産 計 10,216,800 59.6 2,080,817 21.6 4,712,328 43.7

資産合計 17,143,749 100.0 9,647,613 100.0 10,789,168 100.0
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（単位：千円・単位未満切捨） 

当中間会計期間末 

2005 年 9 月 30 日現在 

前 中間会計期間末

2004 年 9 月 30 日現在

前事業年度要約貸借対照表 

2005 年 3 月 31 日現在

 期 別 

 

 

科   目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

《負債の部》 

Ⅰ 流動負債 

 ％  ％  ％

買 掛 金 1,172,601 1,010,477 1,136,623 

未 払 金 2,541,251 173,889 508,728 

未払法人税等 372,322 629,174 866,641 

賞 与 引 当 金 30,000 75,750 105,995 

そ の 他 37,576 55,283 66,428 

流 動 負 債 計 4,153,752 24.2 1,944,575 20.2 2,684,416 24.9

負 債 合 計 4,153,752 24.2 1,944,575 20.2 2,684,416 24.9

 

《資本の部》 

 

Ⅰ 資 本 金 5,426,925 31.7 3,230,710 33.5 3,267,415 30.3

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 3,059,604 863,389 900,094 

その他資本剰余金 2,424,016 2,424,016 2,424,016 

資本剰余金合計 5,483,621 32.0 3,287,405 34.0 3,324,110 30.8

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

中間 (当期 )未処分利益 1,839,311 1,184,921 1,669,855 

利益剰余金合計 1,839,311 10.7 1,184,921 12.3 1,669,855 15.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 240,138 1.4 － － △156,630 △1.5

資 本 合 計 12,989,997 75.8 7,703,037 79.8 8,104,751 75.1

負 債 ・ 資 本 合 計 17,143,749 100.0 9,647,613 100.0 10,789,168 100.0
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1-2 比較中間損益計算書 

（単位：千円・単位未満切捨） 

当 中 間 会 計 期 間

自 2005 年 4 月 1 日

至 2005 年 9 月 30 日

前 中 間 会 計 期 間

自 2004 年 4 月 1 日

至 2004 年 9 月 30 日

前事業年度要約損益計算書

自 2004 年 4 月 1 日

至 2005 年 3 月 31 日

期   別 

 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 

売 上 高 6,129,319

％

100.0 5,430,644

％

100.0

 

11,721,788 100.0

売 上 原 価 3,977,852 64.9 3,454,126 63.6 7,255,447 61.9

売 上 総 利 益 2,151,467 35.1 1,976,518 36.4 4,466,340 38.1

販売費及び一般管理費 1,911,558 31.2 1,774,291 32.7 3,701,218 31.6

営 業 利 益 239,909 3.9 202,227 3.7 765,122 6.5

営 業 外 収 益 84,899 1.4 9,159 0.2 18,739 0.2

営 業 外 費 用 30,939 0.5 1,377 0.0 9,676 0.1

経 常 利 益 293,869 4.8 210,009 3.9 774,185 6.6

特 別 利 益 923,000 15.1 1,541,800 28.4 1,861,550 15.9

特 別 損 失 546,111 8.9 160,226 3.0 276,606 2.4

税引前中間(当期)純利益 670,757 11.0 1,591,582 29.3 2,359,129 20.1

法人税、住民税及び事業税 353,305 5.8 607,570 11.2 870,951 7.4

法 人 税 等 調 整 額 79,109 1.3 △13,307 △0.3 5,924 0.1

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 238,342 3.9 997,319 18.4 1,482,253 12.6

前 期 繰 越 利 益 1,600,968 187,601 187,601 

中間 (当期)未処分利益 1,839,311 1,184,921 1,669,855 

 

 

 

売上構成 

                                                   （単位：千円・単位未満切捨） 

当 中 間 会 計 期 間

自 2005 年 4 月 1 日

至 2005 年 9 月 30 日

前 中 間 会 計 期 間

自 2004 年 4 月 1 日

至 2004 年 9 月 30 日

前 事 業 年 度

自 2004 年 4 月 1 日

至 2005 年 3 月 31 日

期   別 

 

 

品目別 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 

モバイル・コンテンツ事業 5,142,379

％

83.9 4,449,094

％

81.9

 

9,376,736 

％

80.0

マーケティング・ソリューション事業 881,685 14.4 763,817 14.1 1,829,404 15.6

E コ マ ー ス 事 業 101,805 1.7 185,829 3.4 478,313 4.1

広 告 事 業 685 0.0 － － － －

海 外 事 業 2,764 0.0 31,903 0.6 37,334 0.3

合 計 6,129,319 100.0 5,430,644 100.0 11,721,788 100.0

（注）  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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中間財務諸表等作成の基本となる重要な事項 
1.資産の評価基準及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.繰延資産の処理方法 

 

 

4.外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 

5.引当金の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.リース取引の処理方法 

 

 

(1)有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの： 

中間決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入 

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
時価のないもの： 

移動平均法による原価法 

 

(2)デリバティブ 

  時価法 

 

(3)たな卸資産 

① 商品 

移動平均法による原価法 

② 仕掛品 

個別法による原価法 

 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、建物（附属設備を除く）について

は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物           ８～50年 

器具及び備品        ５～６年  

 

(2) 無形固定資産 

ソフトウエア（自社利用） 

定額法によっており、利用可能期間は３年であります。 

 

(1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として計上しております。 

 

(1) 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。 

 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額に

基づき計上しております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 
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7. 重要なヘッジ会計の方法 

 

8.その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 

 

 

9.固定資産の減損に係る会計基準 

 

 

 

―― 

 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「未

払金」に含めて表示しております。 

 

(1)当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 2002 年８月９

日）)及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 2003 年 10 月 31 日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

 

 

注記事項 

 

（中間貸借対照表関係） 

期 別 

項 目 

当中間会計期間末 

2005 年 9 月 30 日現在 

前中間会計期間末 

2004 年 9 月 30 日現在 

前事業年度末 

2005 年 3 月 31 日現在 

有形固定資産の  

減価償却累計額 

107,178千円 137,719千円 96,951千円

 

 

（中間損益計算書関係） 

期 別 

 

項 目 

当中間会計期間 

自 2005年4月 1日 

至 2005年9月30日 

前 中間会計期間 

自 2004年4月 1日 

至 2004年9月30日 

前 事 業 年 度 

自 2004年4月 1日 

至 2005年3月31日 

1.営業外収益のう

ち重要なもの  

 

受取利息       12,475 千円 

受取配当金      14,857 千円 

為替差益       56,207 千円 

受取利息         842千円 

業務受託収入      4,800千円 

損害賠償金収入     3,300千円 

受取利息         1,664 千円 

業務受託収入     9,600 千円 

固定資産売却益   3,824 千円 

損害賠償金収入   3,300 千円 

2.営業外費用のう

ち重要なもの  

新株予約権信託費用  11,512 千円 

新株発行費      19,411 千円 
－ 

株式分割費用     7,326 千円 

 

3.減価償却実施額  有形固定資産     10,226 千円 

無形固定資産     128,841 千円 

有形固定資産      17,688千円 

無形固定資産     123,975千円 

有形固定資産       35,521千円

無形固定資産       251,580千円

4.特別利益のうち

重要なもの 

投資有価証券売却益   923,000千円 投資有価証券売却益 1,541,800千円 投資有価証券売却益1,861,550千円

5.特別損失のうち

重要なもの 

ソフトウエア評価損    52,217千円

投資有価証券評価損  493,894千円

 

 

投資有価証券評価損  105,741千円 
ソフトウエア評価損  25,672千円 

貸倒引当金繰入額   28,813千円 

 

固定資産除却損     34,317千円

投資有価証券評価損  113,298千円

ソフトウエア評価損   45,019千円

事業整理損         50,917千円
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（リース取引関係） （単位未満切捨） 

期別 

 

項目 

当中間会計期間 

自 2005年4月 1日 

至 2005年9月30日 

前中間会計期間 

自 2004年4月 1日 

至 2004年9月30日 

前 事 業 年 度 

自 2004年4月 1日 

至 2005年3月31日 

リース物件

の所有権が

借主に移転

すると認め

られるもの

以外のファ

イナンス・

リース取引

に係る注記 

 

1.リース物

件の取得価

額相当額、

減価償却累

計額相当額

及び中間期

末(期末)残

高相当額 

                   

(単位：千円) 

 
取得価額

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末

残高   

相当額

 

有形固

定資産 
553,544 262,813 290,731

 

ソフト

ウエア 
20,965 11,314 9,650

 

 

合計 574,509 274,127 300,381

 

                   

(単位：千円) 

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高   

相当額

 

有形固

定資産
490,548 176,633 313,915

 

ソフト

ウエア
19,876 6,497 13,378

 

 

合計 510,424 183,131 327,293

 

                    

(単位：千円) 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

期末残高  

相当額

 

有形固

定資産 
516,128 205,614 310,514

 

ソフト

ウエア 
20,299 8,989 11,309

 

 

合計 536,427 214,603 321,823

 

2.未経過リ
ース料中間

期末(期末)

残高相当額 

１ 年 内    218,183千円 

１ 年 超    288,483千円 

合 計     506,666千円 

１ 年 内    129,036千円 

１ 年 超    220,485千円 

合 計     349,522千円 

１ 年 内     142,939千円 

１ 年 超     202,138千円 

合 計    345,078千円 

3.支払リー
ス料、減価

償却費相当

額及び支払

利息相当額 

支 払 リ ー ス 料          

85,332千円 

減価償却費相当額            

77,785千円 

支払利息相当額   

9,036千円 

支 払 リ ー ス 料         

107,571千円 

減価償却費相当額           

98,479千円 

支払利息相当額   

10,300千円 

支 払 リ ー ス 料  

183,728千円 

減価償却費相当額   

              169,255千円 

支払利息相当額  

               19,713千円 

4.減価償却
費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 
同 左 同 左 

5.利息相当
額の算定方

法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同 左 同 左 

オペレーテ

ィング・リ

ース取引 

未経過リース料 

１年内      329,925千円 

１年超      164,962千円 

合計       494,887千円 

未経過リース料 

１年内         313,749千円 

１年超         494,887千円 

合計       808,636千円 

未経過リース料 

１年内      321,837千円 

１年超      329,925千円 

合計       651,762千円 

 

（有価証券関係） 

 

当中間会計期間（自2005年4月1日 至2005年9月30日） 

「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 子会社株式 

(2) 関連会社株式 

― 千円

3,528,585千円

― 千円

3,813,348千円

― 千円

284,763千円

計 3,528,585千円 3,813,348千円 284,763千円

 

前中間会計期間（自2004年4月1日 至2004年9月30日）及び前事業年度（自2004年4月1日 至2005

年3月31日） 

  当社は、「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」は全く保有しておりませんので、該当事項はあり

ません。 
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(重要な後発事象) 

 当中間会計期間 
自 2005年4月 １日 

至 2005年9月30日 

前中間会計期間 

自 2004年4月 １日 

至 2004年9月30日 

前事業年度 

自 2004年4月 １日 

至 2005年3月31日 

 
 
 

－ 
 

1.投資有価証券の売却について 

 2004年10月29日をもって、当社の持分

法適用関連会社であるＫＬab株式会社

(2004年11月１日付にて、株式会社ケ

イ・ラボラトリーより商号変更しており

ます。)の株式を株式会社有線ブロード

ネットワークスに譲渡しております。 

(1) 譲渡株数及び譲渡金額 

  譲渡株数     415株 

  譲渡金額   290百万円  

 

(2) 譲渡後の当社所有株式数及び当社

所有割合 
当社所有株式数 1,420株 

  当社所有割合  20.00％ 

 

(3) 譲渡理由 

   当社は、株式会社有線ブロードネ

ットワークスと携帯電話向け音楽

配信事業において、広範な協力関係

を構築すべく、同社グループと当社

グループとの更なる関係強化を目

的とし、ＫＬab株式会社の株式

を一部譲渡しております。 
 

(4) 当該事象の損益に与える影響 

   当事業年度において、投資有価証

券売却益269百万円を計上する予定

であります。 

   

 １．第三者割当増資による新株発行 
  2005年６月１日開催の当社取締役会におい

て、第三者割当増資による新株発行の決議を行

っており、2005年６月21日全額の払込を受けて

おります。 

  新株式発行要領 

①発行新株式

数 

普通株式 23,500

株 

②発行価格 １株につき金

180,962円 

③発行価格の

総額 

4,252,607千円 

④資本組入額 １株につき金

90,481円 

⑤資本組入の

額総額 

2,126,303千円 

⑥申込期日 2005年６月20日 

⑦払込期日 2005年６月21日 

⑧配当起算日 2005年４月１日 

⑨割当先及び

割当株式数 

株式会社リクルー

ト 

23,500株 

⑩資金使途 当該増資に係る資

金の使途につきま

しては、新事業の立

上げ、Ｍ＆Ａの実施

資金等に充当する

予定であります。 

 
２．海外現地法人設立及び海外コンテンツプロ
バイダーの株式の取得による子会社化につ
いて 

 
当社は、2005年６月21日開催の取締役会に
おいて、当社の中期経営計画における海外事
業戦略の一環として、北米地域でのモバイ
ル・コンテンツ事業展開の活動拠点となる現
地法人を設立するとともに、同社を通じ、現
地のコンテンツプロバイダーであるAirborne 
Entertainment Inc.の株式を取得し、子会社
化することについて下記のとおり決議し、現
地法人は2005年６月23日に設立しておりま
す。 

 
３．信託型ライツプラン新株予約権の発行 

2005年６月29日開催の当社第7期定時株主総

会において、当社の株券等の保有割合が20％超

となる当社株券等の取得や買収提案等への対応

策として、新株予約権と信託の仕組みを利用し

たライツプラン（以下「本ライツプラン」とい

います。）を導入することとし、その一環として

第三者割当による新株予約権（以下「本新株予

約権」といいます。）の発行を無償にて行うこと

を決議いたしました。 
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2. 四半期個別財務諸表等 

2-1 比較貸借対照表（四半期） 

 （単位：千円・単位未満切捨） 

2006 年 3 月期 第 2 四半期 

2005 年 9 月 30 日現在 

2005 年 3 月期 第 2 四半期

2004 年 9 月 30 日現在
増 減 

         期  別 

 

 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

《資産の部》 

Ⅰ 流動資産 

 ％  ％

現金及び預金 1,325,303 4,641,329

受 取 手 形 － 4,420

売 掛 金 3,059,562 2,624,537

たな卸資産 17,146 6,534

立 替 金 2,309,501 －

そ の 他 245,851 321,204

貸倒引当金 △30,417 △31,231

 

 

 

 

 

 

 

％

流 動 資 産 計 6,926,949 40.4 7,566,795 78.4 △639,846 △8.5

Ⅱ 固定資産  

(有形固定資産) 178,893 1.0 226,837 2.4 △47,943 △21.1

(無形固定資産)  

ソフトウエア 402,804 392,986  

ソフトウエア仮勘定 92,218 41,191  

そ の 他 1,167 1,156  

無形固定資産計 496,191 2.9 435,334 4.5 60,857 14.0

(投資その他の資産)  

投資有価証券 4,354,684 645,127  

長期貸付金 4,634,277 37,070  

敷 金 397,969 348,730  

そ の 他 157,985 416,531  

貸倒引当金 △3,202 △28,813  

投資その他の資産計 9,541,715 55.7 1,418,646 14.7 8,123,069 572.6

固 定 資 産 計 10,216,800 59.6 2,080,817 21.6 8,135,982 391.0

資産合計 17,143,749 100.0 9,647,613 100.0 7,496,136 77.7
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（単位：千円・単位未満切捨） 

2005 年 3 月期 第 2 四半期 

2005 年 9 月 30 日現在 

2005 年 3 月期 第 2 四半期

2004 年 9 月 30 日現在
増 減 

 期   別 

 

 

科   目 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

《負債の部》 

Ⅰ 流動負債 

 ％  ％  ％

買 掛 金 1,172,601 1,010,477  

未 払 金 2,541,251 173,889  

未払法人税等 372,322 629,174  

賞 与 引 当 金 30,000 75,750  

そ の 他 37,576 55,283  

流 動 負 債 計 4,153,752 24.2 1,944,575 20.2 2,209,176 113.6

           負 債 合 計 

 

《資本の部》 

4,153,752 24.2 1,944,575 20.2 2,209,176 113.6

Ⅰ 資 本 金 5,426,925 31.7 3,230,710 33.5 2,196,215 68.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 3,059,604 863,389  

その他資本剰余金 2,424,016 2,424,016  

資本剰余金計 5,483,621 32.0 3,287,405 34.0 2,196,215 66.8

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

中 間 未 処 分 利 益 1,839,311 1,184,921  

利益剰余金計 1,839,311 10.7 1,184,921 12.3 654,390 55.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 240,138 1.4 － － 240,138 －

資 本 合 計 12,989,997 75.8 7,703,037 79.8 5,286,959 68.6

負 債 ・ 資 本 合 計 17,143,749 100.0 9,647,613 100.0 7,496,136 77.7
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2-2 比較損益計算書（四半期） 

（単位：千円・単位未満切捨） 

2006 年 3 月期 第 2 四半期

自 2005 年 7 月 1 日

至 2005 年 9 月 30 日

2005年3月期 第2四半期

自 2004 年 7 月  1 日

至 2004 年 9 月 30 日

増 減 

期   別 

 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率 

 ％ ％  ％

売 上 高 3,219,773 100.0 2,785,940 100.0 433,832 15.6

売 上 原 価 2,131,258 66.2 1,814,926 65.1 316,331 17.4

売 上 総 利 益 1,088,515 33.8 971,014 34.9 117,501 12.1

販売費及び一般管理費 976,391 30.3 900,903 32.3 75,488 8.4

営 業 利 益 112,124 3.5 70,110 2.5 42,013 59.9

営 業 外 収 益 82,987 2.6 6,224 0.2 76,762 －

営 業 外 費 用 11,225 0.4 493 0.0 10,732 －

経 常 利 益 183,886 5.7 75,842 2.7 108,043 142.5

特 別 利 益 923,000 28.7 1,541,800 55.3 △618,800 △40.1

特 別 損 失 546,111 17.0 160,226 5.7 385,884 240.8

税 引 前 四 半 期 純 利 益 560,774 17.4 1,457,415 52.3 △896,640 △61.5

法人税、住民税及び事業税 308,611 9.6 553,899 19.9 △245,287 △44.3

法 人 税 等 調 整 額 79,109 2.4 △13,307 △0.5 92,416 －

四 半 期 純 利 益 173,053 5.4 916,823 32.9 △743,769 △81.1

 

 

売上構成 

 （単位：千円・単位未満切捨） 

2006 年 3 月期 第 2 四半期 

自 2005 年 7 月 1 日 

至 2005 年 9 月 30 日 

2005年3月期 第2四半期

自  2004 年 7 月 1 日 

至 2004 年 9 月 30 日 

増 減 

期   別 

 

 

品目別 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

 

モバイル・コンテンツ事業 2,615,992

%

81.3 2,255,341

% 

81.0 

 

360,650 

%

16.0

マーケティング・ソリューション事業 545,734 17.0 432,837 15.5 112,897 26.1

E コ マ ー ス 事 業 56,067 1.7 87,377 3.1 △31,310 △35.8

広 告 事 業 685 0.0 － － 685 －

海 外 事 業 1,294 0.0 10,384 0.4 △9,089 △87.5

合 計 3,219,773 100.0 2,785,940 100.0 433,832 15.6

（注）  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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■本件に関するお問合せ■ 

株式会社サイバード 広報ＩＲ室ＩＲグループ 

〒105-0001 東京都港区六本木六丁目１０番１号 

TEL: 03-5785-6111         FAX: 03-5785-9321 

ホームページ: http://www.cybird.co.jp/investor/ 

E-mail: ircontact@cybird.co.jp 

                                              

著作権その他の権利について 

本資料に掲載された全ての内容に関する著作権その他の権利は、当社に帰属するかまたは当社が許諾を受

け使用するものです。 従って、本資料の掲載内容全部または一部につき、当社の事前承諾なく、私的利用

その他法律によって認められている範囲を超えて、複製、改変、転用、掲示、送信、頒布、ライセンス、

販売、出版等することを禁止します。 

商標について 

本資料上で使用される商標「CYBIRD」またはその他の製品・サービス名は、当社または当社の関連会社が

所有し、またはライセンスその他の正当な権限にもとづき使用する商標又は登録商標です。その他の会社

名及び製品名は、各社の商号、登録商標又は商標です。これらを無断で使用することは禁止します。 

掲載情報について 

本資料には、本資料公開時以前に入手した情報から当社経営者の判断に基づいた将来の見通しに関する情

報が含まれており、それらは不確実性の点で様々なリスクを含んでいます。リスクについては積極的な情

報開示を心がけておりますが、全てのリスクを開示するものではありません。さらに将来における実際の

業績は、経済情勢・技術革新・競争環境などの変化により、見通しとは大きく異なる結果となる場合があ

りますので、投資に関する決定は本資料閲覧者の判断と責任において行われるようお願い致します。 

インサイダー取引について 

決算発表後12時間が経過する以前に本資料を閲覧し重要事実を入手した方は、証券取引法第166条3項及

び同法施行令第30条の規定により、インサイダー取引規制に関する「第一次情報受領者」とされる可能性

があります。「第一次情報受領者」は公表時点までの間に当社の株券等の売買を行うことは禁止されますの

でご注意ください。 
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